令和３年２月１０日
支部長　各位
一般社団法人全国旅行業協会
緊急事態宣言再発出の影響を受けた中小企業に対する支援（一時金）
に関する「旅行業」の取扱いについて（連絡）
　　　　
令和３年１月７日に東京都、埼玉県、千葉県、神奈川県の一都三県が、その後、１月13日に栃木県、岐阜県、愛知県、京都府、大阪府、兵庫県、福岡県の７県（栃木県は２月７日に解除）を対象とする緊急事態宣言が再発出されました。
これに伴い、経済産業省中小企業庁より、飲食店などの緊急事態宣言発出の影響を受ける中小事業者へ最大60万円、個人事業主に最大30万円の一時金を支給することが発表されました。
　　　　
このため、当協会では、１月１３日に経済産業省へ、２月３日に自民党政務調査会に対して、一時金給付の支援対象の「等」の中に中小旅行業者が入ることの確認を要請する要望書を、提出して、対象となるように要望して参りました。
その結果、本日、自民党政務調査会より、「一時金の支給に関しては、中小旅行業者もその対象となる」との回答をいただきましたのでご連絡します。
支給の対象の要件は、別紙のとおりですので、ご確認ください。
なお、今回の一時金は、「緊急事態宣言発令地域における不要不急の外出・移動の自粛による直接的な影響を受けたこと」が要件とされており、緊急事態宣言発令地域以外の旅行業者におかれては、この要件に適合することが必要ですので、申請の際はこの点にご留意ください。
以上
